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韓国における合弁会社設立に関するお知らせ 

 

味の素株式会社（社長：西井孝明 本社：東京都中央区）は、株式会社農心（副会長：辛 東原、代表理事

（社長）：朴 焌 本社：韓国 ソウル特別市 以下「農心社」）と合弁による粉末スープ生産会社設立に合意

し、本日、合弁事業契約を締結しました。資本金は１３０億ウォン（約１３億円）で、出資比率は当社５１％、   

農心社４９％です。合弁会社は２０１８年１月に韓国の京畿道（キョンギド）に設立予定で、２０１９年９月

の現地生産品（個食粉末スープ「ＶＯＮＯ®」（ヴォーノ）※１）発売を目指します。製造は合弁会社が行い、    

販売は韓国味の素株式会社（以下「韓国味の素社」）と提携関係にある農心社が行います。これにより、    

当社は今後、韓国におけるコンシューマー食品事業拡大を加速します。 

 

当社は韓国において１９８３年にソウル事務所を開設、２００３年に加工食品企業および外食向けの調味料

の販売促進や技術サポート等を行う韓国味の素社を設立しました。                 

２００６年より家庭用量販店への強い販売力を持つ農心社に風味調味料や個食粉末スープ「ＶＯＮＯ®」等

の販売を委託し、コンシューマー食品事業を強化しています。当社グループと農心社とは、予てより加工食品

（即席麺・スナック菓子）向け事業においても取引があり、良好な関係にあります。 

 

韓国の粉末スープ市場は約５８０億ウォン（約６０億円）で、２０１４年～２０１６年の年平均成長率は

７％と安定成長を続けています。そのうち韓国味の素社が参入している個食粉末スープ市場は全体の約４割を

占め、成長率は２６％と市場全体の成長を牽引しており、「ＶＯＮＯ®」は７０％超の圧倒的なシェアを獲得し

ています。韓国における個食粉末スープの一人当たり喫食頻度は０．６食／年と日本の約１０分の１の水準で

すが、近年の朝食パン需要の拡大、一人暮らし世帯増加や女性の社会進出による簡便化ニーズの高まりを背景

に、更なる市場拡大が見込まれます。（２０１６年、当社調べ） 

 

今回の合弁会社設立により、味の素グループの製品開発・生産技術力と、農心社の家庭用市場向け販売力を

組み合わせることで、韓国におけるコンシューマー食品事業拡大を加速します。併せて、韓国での現地生産化

および原料調達を進めることで、為替影響軽減とコストダウンを実現し、事業構造強化を図ります。 

今後は、個食粉末スープの品種拡大、容器入りスープや粉末ソースの展開等、現地生産化を活かした事業の

多角化を図り、２０２２年度には売上高５０億円を超えるコンシューマー食品事業規模（２０１６年度比２．

５倍以上）を目指します。 

 

※１「ＶＯＮＯ®」は、味の素グループの海外コンシューマー食品事業におけるスープの統一ブランドです。 

現在韓国をはじめ、ブラジル・台湾にて展開しています。 

※２ １韓国ウォン＝０．１０３８円（１１月末レート） 
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１．合弁会社の概要 

（１） 名 称 
味の素農心フーズ株式会社 

（英語名）AJINOMOTO NONGSHIM FOODS CO., LTD. 

（２） 所 在 地 大韓民国 京畿道平澤市 

（３） 代表者の役職・氏名 代表理事（社長） 大谷 直行 

（４） 事 業 内 容 個食粉末スープ「VONO®」の生産 

（５） 資 本 金 130億ウォン（約 13億円） 

（６） 設 立 時 期 2018年 1月（予定） 

（７） 決 算 期 3月 

（８） 出 資 比 率 味の素㈱ 51％、㈱農心 49％ 

 

２．合弁相手先の概要 

（１） 名 称 
㈱農心 

（英語名）NONGSHIM CO.,LTD. 

（２） 所 在 地 大韓民国 ソウル特別市 

（３） 代表者の役職・氏名 
副会長     辛 東原（シン ドンウォン） 

代表理事（社長）朴 焌 （パク ジュン） 

（４） 事 業 内 容 即席麺・スナック菓子等製造販売 

（５） 資 本 金 304億ウォン（約 32億円） 

（６） 設 立 時 期 1965年 

（７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当該事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 直接取引、および委託販売契約あり。 

（８） 当該会社の最近３年間の連結経営成績および連結財政状態（単位：百万ウォン） 

 2014年 12月期 2015年 12月期 2016年 12月期 

連結純資産 1,553,473  1,646,472  1,802,388  

連結総資産 2,224,132  2,418,708  2,481,287  

連結売上高 2,041,703  2,181,624  2,217,015  

連結営業利益 73,543  118,288  89,703  

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
65,003  117,338  199,290  

 

３．日 程 

（１）合弁事業契約締結 ２０１７年１２月２１日 

（２）合弁会社設立（予定） ２０１８年１月 

（３）現地生産品発売（予定） ２０１９年９月 

 

４．今後の見通し 

合弁会社は当社の子会社となりますが、当期の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


